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   令和７年度久慈市健全化判断比率等の審査意見について 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）第３条第１項

及び第 22条第１項の規定により審査に付された令和７年度久慈市健全化判断比率等

を審査したので、その結果について次のとおり意見を提出する。 
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令和７年度久慈市健全化判断比率審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付さ 

れた健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

  令和８年７月 16日から令和８年７月 23日まで 

 

第３ 審査の方法 

 １ 審査に付された健全化判断比率が法令等に基づき適正に算定されているか否か

について審査した。 

２ 健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されてい

るか否かについて審査した。 

 ３ その他必要に応じて関係職員から説明を求めるなど、通常必要とされる審査手

続によって審査した。 

 

第４ 審査の結果 

１ 健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適

正に作成されているものと認められた。 

２ 健全化判断比率は、次のとおりである。 

（単位：％） 

区 分 
令 和 

７年度 

令 和 

６年度 

令 和 

５年度 

令 和 

４年度 

令 和 

３年度 

早期健全

化 基 準 

財政再生

基 準 

実質赤字比率 － － － － －  13.07 20.00 

連結実質赤字比率 － － － － －  18.07 30.00 

実質公債費比率 9.9 10.8 11.3 11.6  12.5  25.0  35.0 

将来負担比率 81.4 86.7 88.0 84.4 104.3 350.0  

(1)  実質赤字比率は、実質赤字額がないことから数値は算定されないものである。 

(2) 連結実質赤字比率は、連結実質赤字額がないことから数値は算定されない

ものである。 

(3) 実質公債費比率は 9.9％で、早期健全化基準の 25.0％を下回っている。 

(4) 将来負担比率は 81.4％で、早期健全化基準の 350.0％を下回っている。 
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３ 財政健全化判断比率について 

(1) 実質赤字比率 

     一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率。 

一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標

ともいえる。 

 
 

実質赤字比率 
  ＝ 

－％ (-9.59) 

一般会計等の実質赤字額（ －1,135,163 千円 ） 

標準財政規模（ 11,834,877千円） 

    ※１ 一般会計等とは、一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計で、当市の 

場合は、一般会計となっている。 

        ※２ 比率がマイナス値の場合は、実質黒字を示す。 

           

(2) 連結実質赤字比率 

     公営企業を含む全会計を対象とした実質赤字額または資金の不足額の標準

財政規模に対する比率。 

すべての会計の赤字と黒字を合算して赤字の程度を指標化し、地方公共団

体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

 

連結実質赤字比率 
  ＝ 

－％  (-22.28) 

連結実質赤字額（ －2,637,492千円 ） 

標準財政規模（ 11,834,877 千円） 

 

実質公債費比率(%) 将来負担比率(%) 

※１ 

※２ 
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(3)  実質公債費比率 

     一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本と

した額に対する比率。 

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金

繰りの程度を示す指標ともいえる。 
 

実質公債費比率 
（７年度）＝ 

9.46％ 

①元利償還金  ②準元利償還金  ③特定財源  ④元利償還金・準元利償還金に 

    係る基準財政需要額算入額 

2,287,726千円 ＋387,315千円 － 64,318千円 － 1,646,794千円 

  ⑤標準財政規模    ④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 11,834,877千円 － 1,646,794千円 

実質公債費比率 
(３か年平均)＝ 

9.9％ 

令和７年度   令和６年度   令和５年度 

（  9.46 ＋ 9.44 ＋ 10.89  ）÷３ 

 

(4)   将来負担比率 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等（※１）に係るものも含め、一般

会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対す

る比率。 

借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化

し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえる。 
 

将来負担比率 
  ＝ 

81.4％ 

   ①将来負担額        ②充当可能財源等 

27,946,350 千円 － 19,645,986 千円(1,894,294+ 17,751,692) 

    ③標準財政規模   ④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 11,834,877 千円 － 1,646,794 千円 

    ※１ 対象となる出資法人等は、なしとなっている。 

※２ 充当可能財源等＝(充当可能基金額等＋地方債残高に係る基準財政需要額算入見込額) 

 

第５ 審査意見 

   本年度決算に基づく財政健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回っ

ている。 

実質公債費比率は、令和５年度からの３か年平均では、前年度より 0.9 ポイン

ト減少し、9.9％となった。将来負担比率は、地方債の現在高の減等により、前

年度より 5.3 ポイント減少し、81.4％となっている。 

   今回求められた比率は国の早期健全化基準値以下であるが、今後とも健全な財

政運営に努められたい。 

※２ 
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令和７年度久慈市資金不足比率審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22条第１項の規定により審査に付 

された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

 令和８年７月 16日から令和８年７月 23日まで 

 

第３ 審査の方法 

 １ 審査に付された資金不足比率が法令等に基づき適正に算定されているか否かに

ついて審査した。 

２ 資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されてい

るか否かについて審査した。 

 ３ その他必要に応じて関係職員から説明を求めるなど、通常必要とされる審査手

続によって審査した。 

 

第４ 審査の結果 

１ 資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正

に作成されているものと認められた。 

２ 資金不足比率は、次のとおりである。 

（単位：％） 

区 分 
令 和 

７年度 

令 和 

６年度 

令 和 

５年度 

令 和 

４年度 

令 和 

３年度 

経営健全

化 基 準 

水 道 事 業 会 計 － － － － － 20.0 

下 水 道 事 業 会 計 － － － － － 20.0 

魚 市 場 事 業 

特 別 会 計 
－ － － － － 20.0 

   水道事業会計、下水道事業会計及び魚市場事業特別会計は、いずれも資金不足

額がないことから資金不足比率は算定されないものである。 

 

３ 資金不足比率について 

公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率。 
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公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して

指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標ともいえる。マイナスは資金不足

がないこと、プラスは資金不足があることを示す。 

 

(1) 法適用企業 

ア 水道事業会計 

資金不足比率 
   

－％  ＝ 
 

(-136.0％) 

 

資金不足額         ①流動負債       ②流動資産       

 -892,347 千円（ 75,584 千円－ 967,931 千円 ） 
 

事業の規模       ③営業収益額      ④受託工事収益額  

  655,973 千円（ 655,973 千円 － 0 千円 ） 

※１ 資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こし 

          た地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

        であるが、該当がない項目は省略して記載している。 

     ※２ マイナス値の場合は資金不足比率なしとなる。 

    

  イ 下水道事業会計 

資金不足比率 
   

－％  ＝ 
 

(-115.7％) 

 

資金不足額     ①流動負債       ②流動資産       

 -445,358千円（ 82,334 千円 － 527,692千円 ） 
 

事業の規模    ③営業収益額     ④受託工事収益額  

  384,678千円（ 384,678 千円 － 0 千円 ） 

 

(2)  法非適用企業 

 魚市場事業特別会計 

資金不足比率 
   

－％   ＝ 
 

(0.0％) 

 

資金不足額      ①歳出              ②歳入 

     0 千円（ 15,855 千円 －  15,855 千円 ） 
 

事業の規模   ③営業収益相当収入額  ④受託工事収益相当収入額  

  9,418 千円（  9,418 千円 － 0 千円 ） 

 

 第５ 審査意見 

    本年度決算に基づく資金不足比率は、いずれも経営健全化基準を下回ってい 

   る。今後においても、資金不足が生じないよう自らの経営等について的確な現

状把握を行い、持続可能で健全な経営に努められたい。 

※１ 

※２ 
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参考資料 

 それぞれの比率の対象となる会計等は次のとおりである。 

 

区 分 会 計 名 

実

質

赤

字

比

率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比

率 

将

来

負

担

比

率 

資

金

不

足

比

率 

一
般
会
計
等 

一般会計 一般会計      

一般会計等に属する 

特別会計 
 － 

公
営
事
業
会
計 

公営企業に係る特別

会計以外の特別会計 

国保特別会計事業勘定 

国保特別会計直営診療施設勘定 

後期高齢者医療特別会計 

     

公
営
企
業
会
計 

法適用企業 
水道事業会計 

下水道事業会計 

     

法非適用企業 魚市場事業特別会計 
     

一部事務組合・広域連合等 ※１      

地方公社、第三セクター等 ※２      

※１ 関係する一部事務組合等 

   久慈広域連合 

※２ 関係する第三セクター等 

   算定対象となる法人はない 

 


